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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第19期

中間連結会計期間
第20期

中間連結会計期間
第19期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (千円) 7,532,039 9,849,194 17,878,317

経常利益又は経常損失(△) (千円) △54,753 123,206 249,719

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益又は中間純損失(△)

(千円) △101,155 17,285 157,982

中間包括利益又は包括利益 (千円) △101,155 17,285 157,982

純資産額 (千円) 2,273,736 2,576,439 2,538,930

総資産額 (千円) 8,761,733 9,958,475 9,557,662

１株当たり中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(円) △17.05 2.90 26.60

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － 2.88 26.30

自己資本比率 (％) 25.9 25.7 26.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △761,796 453,021 △1,554,813

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △101,468 △32,525 △167,807

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △626,735 95,884 △281,089

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,442,257 1,444,663 928,548
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第19期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更

はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の

改善を背景に緩やかな回復基調が続いているものの、物価上昇による影響に加え、中東情勢を背景とした資源価

格の動向や物流への影響等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの事業を取り巻く環境は、株式会社富士経済が公表した「通販・e-コマースビジネスの実態と今

後2026」によれば、2025年のEC(物販)市場規模が15.3兆円であったことに対し、2026年の見込みは15.8兆円、

2027年は16.2兆円と、着実に成長を続けていくことが予想されております。このため、今後も各ブランド・メー

カーが継続的にECビジネス展開に注力していくことが予測され、当社グループにとって事業拡大を見込める良好

な環境であると捉えております。一方、当社グループが展開するEC(物販)市場においては、従来の検索を中心と

した「目的型購買」に加え、TikTok Shop等に代表されるソーシャルメディアを起点とした「発見型購買」が急速

に定着・拡大しております。これに伴い、ブランド・メーカー各社においては、単なるECモールへの出店・運営

代行にとどまらず、AI等の先端テクノロジーを活用した購買ファネル全域での売上最大化と業務効率化を同時に

実現する、ビジネスモデルの変革ニーズが一層高まっております。

このような経営環境の中、当社グループは「Eコマースで、日本の未来をリードする」というミッションのも

と、前期において推進したソーシャルコマース領域への先行投資及びiDMの強化を基礎とし、これに生成AIを融合

させた「iDM×AI」を戦略の中核に据え、バリューチェーンとマルチチャネルの分断を解消する「いつも．TX

（Total Transformation）」の実現に向けた体制整備を進めてまいりました。また、現場実務における「AIエー

ジェント」の導入等により定型業務の自動化・効率化を進め、社員１人当たりの生産性を向上させるとともに、

高生産性モデルの確立に取り組んでまいりました。

Oneコマースサービスにおいては、TikTok Shop等を活用した「認知から購買・フルフィルメントまでの一気通

貫（全ファネル）での支援」へと領域を広げることで、大手メーカー・グローバルブランドとの新規受注及び取

引が拡大し順調に成長しました。また、商品検索における生成AI利用の広がりに対応し、「ChatGPT広告」の先行

運用及び効果分析に着手するなど、新たな成長領域の開拓を積極的に推進いたしました。この結果、売上高は

1,758,973千円となりました。

協業ブランドパートナーサービスにおいては、前期ローンチブランドの寄与に加え、TikTok Shopを中心とした

新規取引ブランドの運用開始などが全社の業績を大きく牽引しました。また、新サービスである「いつロジ for

TikTok Shop」における自動同梱処理等のシステム機能を強化しました。この結果、売上高は7,783,431千円とな

りました。

共創・自創バリューアップサービスにおいては、連結子会社である株式会社エンブルーム（旧 株式会社ビーラ

ン）の収益体質の抜本的な強化に取り組んでまいりました。売上面においては前年同期比で下振れたものの、過

剰在庫の抑制と固定費削減により同社の営業損失は前年同期比で約４割縮小し、改善いたしました。この結果、

売上高は194,897千円となりました。

ECプラットフォームサービスにおいては、連結子会社である株式会社ピースユーの新規購入ユーザー数が過去

最高の水準を記録するなど、堅実な基盤拡大が進みました。また、クリエイターの案件取扱社数が大幅に増加す

るなど、事業全体として堅調に推移いたしました。この結果、売上高は111,892千円となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は9,849,194千円（前年同期比30.8％増）、営業利益は144,714千

円（前中間連結会計期間は営業損失45,580千円）、経常利益は123,206千円（前中間連結会計期間は経常損失

54,753千円）、親会社株主に帰属する中間純利益は17,285千円（前中間連結会計期間は親会社株主に帰属する中

間純損失101,155千円）となりました。

 
（資産）

当中間連結会計期間末の資産合計は、9,958,475千円（前連結会計年度末比400,812千円増加）となりました。
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その主な要因は、商品が221,206千円減少した一方、現金及び預金が516,115千円増加したことによるものであり

ます。

（負債）

当中間連結会計期間末の負債合計は、7,382,036千円（前連結会計年度末比363,303千円増加）となりました。

その主な要因は未払法人税等が65,284千円減少した一方、買掛金が276,926千円、長期借入金が137,708千円増加

したことによるものであります。

（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産合計は、2,576,439千円（前連結会計年度末比37,508千円増加）となりました。

その主な要因は、利益剰余金が17,285千円増加したことによるものであります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の末日における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して516,115千円増加し、1,444,663千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、453,021千円（前年同期比1,214,818千円増加）となりました。その主な要因

は、仕入債務の増加276,926千円、棚卸資産の減少219,622千円、未収入金の減少140,131千円等によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、32,525千円（前年同期比68,942千円減少）となりました。その主な要因は、

無形固定資産の取得による支出46,384千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、95,884千円（前年同期比722,619千円増加）となりました。その主な要因は、

長期借入れによる収入700,000千円、長期借入金の返済による支出604,243千円等によるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 
(4) 従業員数

当中間連結会計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 
(6) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著

しい変更はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,400,000

計 18,400,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,987,712 5,987,712
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は、100株であ
ります。

計 5,987,712 5,987,712 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された
株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

（第８回新株予約権）

　2026年７月14日取締役会決議

決議年月日 2026年７月14日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　　４
当社執行役員　　３
当社従業員　　　45

新株予約権の数(個)※ 42,300　　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　42,300　　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 489円

新株予約権の行使期間※ 2029年８月21日から2036年７月13日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)※

発行価格　　489

資本組入額　245

新株予約権の行使の条件※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するも
のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ (注)８
 

 ※　新株予約権証券の発行時（2026年７月14日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率
 

２．本新株予約権の行使により発行又は移転する財産の価額
①本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に付与株式数を乗じた額
とする。
②本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」とい
う。）は、割当日の前営業日の終値とする。

３．行使価額の調整
①当社が、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算
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式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割又は株式併合の比率
 

②当社が、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株
予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除
く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとす
る。

 
調整後行使価額

 
＝

 
調整前行使価額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行・処分株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新株発行・処分株式数
 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当社が保有する自己株式

数を控除した数とする。

③本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することが
できるものとする。

４．新株予約権を行使することができる期間

　2029年８月21日から2036年７月13日まで(但し、最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日ま
で)とする。

５．新株予約権の行使の条件

①本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社又は当社子会社の取
締役等の役員又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社又は当
社子会社の取締役等の役員又は使用人の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会が正当な理由が
あるものと認めた場合にはこの限りではない。
②本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな
い。
③本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株予約権を行使すること
ができない。ただし、以下のⅰ、ⅲ、ⅸ号の場合を除き、当社取締役会が合理的に別段の取扱いを行うこ
とについて賛成した場合にはこの限りではない。
ⅰ 禁錮刑以上の刑に処せられた場合

ⅱ 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等の役員若しくは

使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（ただし、当社の書面による事前の承認を得た
場合を除く。）

ⅲ 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合

ⅳ 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受けた場合

ⅴ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引受けた手形若しくは小切手が不渡りになった

場合
ⅵ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合又は自らこれを

申立てた場合
ⅶ 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合

ⅷ 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合

ⅸ 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去５年以内にこれらに該当した疑いの

ある場合

④本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額

は、3,600万円を超えてはならない。

６．本新株予約権の取得条項

①当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは株式移転

計画の議案につき当社が決定した場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取締役会が決定

した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当社取締役会が別途

取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新株予約権の全部を無償で取得する。た

だし、当社取締役会が有償で取得すると決定した場合には取締役会が定めた金額で本新株予約権の全部を

有償で取得することができる。

②当社は、本新株予約権者が（注）４．に基づき権利行使の条件を欠くこととなった場合、本新株予約権者

が本新株予約権を放棄した場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該本新株予

約権を無償で取得することができる。

③当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新株予約権

の全部又は一部を無償で取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、当社取締役会の決議に

よりその取得する本新株予約権の一部を定める。

７．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17 条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本

金の額を減じた額とする。

８．組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本

新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞれの場合に応じ
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て会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

ⅰ　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

ⅱ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

ⅲ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）１．に準じて決定する。

ⅳ　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２．及び（注）３．に準じて行使価額につき合理的な調整

がなされた額に、上記ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。

ⅴ　新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

ⅵ　新株予約権の行使の条件

（注）５．に準じて決定する。

ⅶ　新株予約権の取得事由及び取得条件

（注）６．に準じて決定する。

ⅷ　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設

置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。

ⅸ　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）７．に準じて決定する。

ⅹ　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年８月14日

(注)１
31,254 5,984,612 6,750 765,239 6,750 753,739

2026年４月１日～
2026年９月30日

(注)２
3,100 5,987,712 63 765,302 63 753,802

 

(注)１．譲渡制限付株式報酬としての有償第三者割当による増加であります。
発行価格　　　432.00円
資本組入額　　216.00円
主な割当先　　当社の取締役２名及び従業員３名
２．新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社つづく
東京都中央区銀座一丁目22番11号銀座大竹ビ
ジデンス２F

2,400,000 40.14

株式会社望月智之事務所
東京都中央区銀座一丁目22番11号銀座大竹ビ
ジデンス２F

1,200,000 20.07

坂本　守 京都府京都市左京区 252,585 4.22

望月　智之 東京都大田区 172,585 2.89

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 77,400 1.29

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ
（常任代理人　モルガン・スタ
ンレーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５ ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ， ＣＡＮＡ
ＲＹ ＷＨＡＲＦ， ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ４
ＱＡ， Ｕ．Ｋ．

69,600 1.16

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３東京ビル
ディング

67,800 1.13

株式会社ロックオン 大阪市西区阿波座１丁目７－１２東新ビル 58,200 0.97

鈴木 剛 東京都港区 55,500 0.93

鈴木 聖美 東京都千代田区 53,000 0.89

計 － 4,406,670 73.69
 

(注)１．上記のほか当社所有の自己株式8,471株があります。
２．株式会社つづくは、当社代表取締役である坂本守がその株式を間接的に100％保有する資産管理会社であり、
当社株式に係る同氏の共同保有者であります。

３．株式会社望月智之事務所は、当社取締役である望月智之がその株式を間接的に100％保有する資産管理会社で
あり、当社株式に係る同氏の共同保有者であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

8,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

59,761
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元株式数
は100株であります。5,976,100

単元未満株式
普通株式

3,212
― ―

発行済株式総数 5,987,712 ― ―

総株主の議決権 ― 59,761 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社いつも

東京都千代田区有楽町一丁
目13番２号

第一生命日比谷ファースト
8,400 ― 8,400 0.14

計 ― 8,400 ― 8,400 0.14
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 928,548 1,444,663

  売掛金 3,128,846 3,053,394

  商品 3,030,460 2,809,254

  仕掛品 744 171

  その他 607,655 812,766

  貸倒引当金 △8,100 △7,200

  流動資産合計 7,688,154 8,113,050

 固定資産   

  有形固定資産 173,942 151,808

  無形固定資産   

   のれん 213,195 185,387

   その他 395,086 400,443

   無形固定資産合計 608,281 585,830

  投資その他の資産   

   その他 1,093,659 1,114,160

   貸倒引当金 △6,374 △6,374

   投資その他の資産合計 1,087,284 1,107,785

  固定資産合計 1,869,508 1,845,424

 資産合計 9,557,662 9,958,475

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,337,788 1,614,714

  短期借入金 1,000,000 1,000,000

  １年内返済予定の長期借入金 964,191 922,240

  未払金 1,161,545 1,133,311

  未払法人税等 170,524 105,240

  賞与引当金 82,558 51,309

  その他 312,733 427,950

  流動負債合計 5,029,341 5,254,767

 固定負債   

  長期借入金 1,843,244 1,980,952

  資産除去債務 146,147 146,317

  固定負債合計 1,989,391 2,127,269

 負債合計 7,018,732 7,382,036

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 758,488 765,302

  資本剰余金 746,988 753,802

  利益剰余金 1,021,855 1,039,141

  自己株式 △150 △150

  株主資本合計 2,527,181 2,558,096

 新株予約権 11,748 18,342

 純資産合計 2,538,930 2,576,439

負債純資産合計 9,557,662 9,958,475
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自  2025年４月１日
　至  2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  2026年４月１日
　至  2026年９月30日)

売上高 7,532,039 9,849,194

売上原価 4,785,085 5,979,781

売上総利益 2,746,954 3,869,412

販売費及び一般管理費 ※1  2,792,534 ※1  3,724,698

営業利益又は営業損失（△） △45,580 144,714

営業外収益   

 受取利息 2,604 1,829

 為替差益 288 5,948

 雑収入 8,123 8,826

 その他 0 －

 営業外収益合計 11,016 16,605

営業外費用   

 支払利息 18,315 26,193

 投資事業組合運用損 － 9,009

 支払手数料 735 －

 その他 1,139 2,909

 営業外費用合計 20,189 38,112

経常利益又は経常損失（△） △54,753 123,206

特別利益   

 固定資産売却益 － 1,104

 事業譲渡益 3,000 －

 その他 123 －

 特別利益合計 3,123 1,104

特別損失   

 訴訟損失引当金繰入額 － ※2  17,978

 特別損失合計 － 17,978

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△51,630 106,333

法人税等 49,525 89,047

中間純利益又は中間純損失（△） △101,155 17,285

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

△101,155 17,285
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自  2025年４月１日
　至  2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  2026年４月１日
　至  2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △101,155 17,285

中間包括利益 △101,155 17,285

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △101,155 17,285
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自  2025年４月１日
　至  2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  2026年４月１日
　至  2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失
（△）

△51,630 106,333

 減価償却費 59,391 71,887

 事業譲渡益 △3,000 －

 子会社清算損益（△は益） △103 －

 のれん償却額 27,808 27,808

 賞与引当金の増減額（△は減少） △6,397 △31,248

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,101 △900

 受取利息及び受取配当金 △2,605 △1,829

 支払利息 18,315 26,193

 投資事業組合運用損益（△は益） － 9,009

 訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － 17,978

 固定資産売却損益（△は益） － △1,104

 売上債権の増減額（△は増加） △1,119,979 75,451

 棚卸資産の増減額（△は増加） △310,941 219,622

 前渡金の増減額（△は増加） △159,600 △4,427

 前払費用の増減額（△は増加） △18,690 △31,830

 未収入金の増減額（△は増加） 10,460 140,131

 立替金の増減額（△は増加） △1,235 △387,451

 仕入債務の増減額（△は減少） 114,025 276,926

 未払金の増減額（△は減少） 672,146 △28,233

 未払費用の増減額（△は減少） △14,529 △27,678

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,680 95,536

 前受金の増減額（△は減少） 30,442 7,591

 その他 4,047 72,550

 小計 △745,654 632,315

 利息及び配当金の受取額 2,605 2,811

 利息の支払額 △20,490 △27,090

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,743 △155,015

 営業活動によるキャッシュ・フロー △761,796 453,021

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △8,946 △11,376

 無形固定資産の取得による支出 △88,212 △46,384

 有形固定資産の売却による収入 － 1,104

 関係会社出資金の払込による支出 － △35,445

 貸付けによる支出 △1,971 －

 貸付金の回収による収入 － 59,074

 事業譲渡による収入 3,000 －

 その他 △5,338 500

 投資活動によるキャッシュ・フロー △101,468 △32,525

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △700,000 －

 長期借入金の返済による支出 △626,841 △604,243

 長期借入れによる収入 700,000 700,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 130 127

 その他 △24 －

 財務活動によるキャッシュ・フロー △626,735 95,884

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,490,000 516,115

現金及び現金同等物の期首残高 2,932,258 928,548

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,442,257 ※  1,444,663
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

従来、税金費用については、原則的な方法により計算しておりましたが、決算業務の一層の効率化を図るため、

当中間連結会計期間より、（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）に記載の方法に変更して

おります。

なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 
(追加情報)

（表示方法の変更）

（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「為替差益」は、金額的重要性が増し

たため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前中

間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「その他」に表示していた288千円は、「為

替差益」288千円として組替えております。

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「未収入

金の増減額（△は増加）」及び「立替金の増減額（△は増加）」は、金額的重要性が増したため、当中間連結

会計期間より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の中

間連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に表示していた13,273千円は、「未収入金の増減額（△は増加）」10,460千円、

「立替金の増減額（△は増加）」△1,235千円、「その他」4,047千円として組替えております。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

給料及び手当 559,733千円 528,363千円

賞与引当金繰入額 40,193 〃 40,462 〃

貸倒引当金繰入額 2,100 〃 △900 〃

販売手数料 219,733 〃 543,306 〃

広告宣伝費 412,299 〃 674,460 〃

業務委託費 671,644 〃 1,028,043 〃
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※２　訴訟損失引当金繰入額

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 
当社連結子会社において係争中であった訴訟案件について、2026年10月23日に言い渡しを受けた第１審判決

を受け、その経過等の状況に基づく損失見込額を訴訟損失引当金繰入額として計上しております。

なお、当社グループはこの判決を不服とし、控訴しております。本判決の対象となった売買代金について

は、過年度に仕入高及び買掛金として計上しており、過年度の連結業績に反映済みであります。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。
 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金 1,442,257千円 1,444,663千円

現金及び現金同等物 1,442,257千円 1,444,663千円
 

 
(株主資本等関係)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、ECワンプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

　　　　　　(単位：千円)

 
サービス区分

計
Oneコマース

協業ブランド
パートナー

共創・自創
バリューアップ

ECプラット
フォーム

一時点で移転される
財及びサービス

122,127 5,270,391 331,629 98,573 5,822,721

一定の期間にわたり
移転される財及びサービス

1,403,290 306,027 － － 1,709,318

顧客との契約から生じる収益 1,525,417 5,576,419 331,629 98,573 7,532,039

外部顧客への売上高 1,525,417 5,576,419 331,629 98,573 7,532,039
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当中間連結会計期間（自　2026年４月１日 至　2026年９月30日）

　　　　　　(単位：千円)

 
サービス区分

計
Oneコマース

協業ブランド
パートナー

共創・自創
バリューアップ

ECプラット
フォーム

一時点で移転される
財及びサービス

65,983 7,429,557 194,897 111,892 7,802,330

一定の期間にわたり
移転される財及びサービス

1,692,989 353,874 － － 2,046,863

顧客との契約から生じる収益 1,758,973 7,783,431 194,897 111,892 9,849,194

外部顧客への売上高 1,758,973 7,783,431 194,897 111,892 9,849,194
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日

 至　2026年９月30日)

（1）１株当たり中間純利益又は中間純損失（△） △17円05銭 2円90銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益又は
中間純損失（△）(千円)

△101,155 17,285

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益又は中間純損失（△）(千円)

△101,155 17,285

普通株式の期中平均株式数(株) 5,933,259 5,953,609

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 2円88銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 70,501 56,420

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

第６回新株予約権
2024年７月18日決議
潜在株式の数
49,600株
 

第７回新株予約権
2025年７月８日決議
潜在株式の数
45,300株

第６回新株予約権
2024年７月18日決議
潜在株式の数
49,600株
 

第７回新株予約権
2025年７月８日決議
潜在株式の数
45,300株
 

第８回新株予約権
2026年７月14日決議
潜在株式の数
42,300株

 

(注) 前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た
り中間純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月12日

株式会社いつも

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人

 

　　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 本　間　洋　一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 竹　内　佑　樹  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社いつも

の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社いつも及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの

基準に従って、期中レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
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る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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